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6 ☞　担当部課長で協議のうえ、評価してください。

■ 拡充 □ 現行どおり □ 縮小 □ 休止・廃止

※
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9 最終評価（行政改革推進本部）　Ⓒ

■ □ □ □
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整理番号 029☞　位置付けられている計画等または該当する根拠法令及び市条例等が複数ある場合，代表的なものを１～２個記入してください。

対象

目的

決まっている終期

　事務事業の概要

位置付けられ
ている計画等

☞　予算事業全体について記入して下さい。

外国語対応事業費 補助区分 国補 県補 一般会計年度まで）

常総市まち・ひと・しごと創生総合戦略 その他の計画 名称 市の条令・要綱・規則等

担当課評価　Ⓒ ☞　実施したことによる成果や課題を記入してください。

市単 決まっていない

　事務事業の実績　Ⓓ

50目標値%

　事務事業の基本情報

事務事業名

内容・手段

中学校３年生の内，CEFRA1（英検３級
相当）以上の英語力を有するまたは有
すると思われる割合

担当部 担当係担当課 指導課教育委員会

常総市教育大綱
常総市復興計画 市民等からの要望
じょうそう未来創生プラン前期基本計画 市長マニフェスト「常総創生への道しるべ」

目標未達成
成
果

市内14小学校,  ５中学校及び５公立幼稚園にALT派遣講師を計画的に配置し，英語活動や英語科授業の支援をする。
外国籍幼児児童生徒が多く在籍する幼稚園・小中学校に，外国人児童生徒支援員を配置し，母語（ポルトガル語・タガログ語）による生活及び学習支援
を行う。

款
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項 目

3

事業

4

予算

ALT派遣講師による外国語活動及び外国語科授業等の支援により，英語力が向上する。

会計名

｢英語教育改革実施計画｣　H25.12.13   ｢外国人児童生徒教育の充実について」H18.6.22 【文科初第368号】

国の定める法律
国・県からの通達等

根拠法令及び
市条例等

実施計画調書 新規 拡充 縮小年度年度 事務事業評価（令和元度実施事業事後評価）シート ／ 令和３ 休止・廃止

特定財源 千円

歳出 計

指標名

事
業
内
容

計 50,517 千円

％ 目標値

50,517一般財源 千円

英検３級相当以上の英語力を
有する割合(中学校３年生）

単位

歳入

千円

特定財源

計 50,517 千円

千円

一般財源 48,254

特定財源 千円

歳入千円 一般財源 50,517

計 48,254 千円 計 50,517

計 48,254

千円

歳出

　実施計画　Ⓟ

令和５

単位目標値 40

目標
年次

年度

％

事
業
内
容

成果
指標

指標名

予
算
額

指標名

歳入

指標名

○外国人児童生徒支援員配置（１０名） 11,312,５00円

 【内訳】　ポルトガル語等を母国語とする外国人園児児童生徒への支援
報酬　8900千円（890円×5時間×200日×10名）
その他　期末手当，旅費

支援員を2名を増員し，対象児が増えている学校へ配置する。

○幼稚園・小学校・中学校英語活動に関するALT配置（11人）

 【内訳】
　講師派遣料(税込）11名　39,204,000円
  ・ＡＬＴ６名を市内各小学へ年間計画により配置。
　・ＡＬＴ５名を市内各中学校へ配置。
　・小学校または中学校配置ＡＬＴを月１回幼稚園に配置。

※令和２年度中にプロポーザル方式にて，令和３年度から５年度までの
長期継続契約を行う。

○外国人児童生徒支援員配置（8名）
 【内訳】
　・ポルトガル語等を母国語とする外国人園児児童生徒へ
の支援

※水海道小２名，岡田小２名，飯沼小1名，岡田幼稚園１
名，海中１名，石下西中１名配置。
 
○幼稚園・小学校・中学校英語活動に関するALT配置（11
人）
　　講師派遣料(税込）11名

  ・ＡＬＴ６名を市内各小学へ年間計画により配置。
　・ＡＬＴ５名を市内各中学校へ配置。
　・中学校配置ＡＬＴを月１回幼稚園に配置。

○外国人児童生徒支援員配置（8名）
 【内訳】
　・ポルトガル語等を母国語とする外国人園児児童生徒へ
の支援

※水海道小２名，岡田小２名，飯沼小1名，岡田幼稚園１
名，海中１名，石下西中１名配置。
 
○幼稚園・小学校へのALT講師派遣（6人）
 ・市内各小学校及び公立幼稚園へ年間計画により配置。
（公立幼稚園へは週１回配置）

○中学校へのALT講師派遣（5人）
・市内各中学校へ配置。

今年度（令和元年度）前年度（平成30年度）

２年間の主な事業内容（実績）

令和４年度

単位 ％
英検３級相当以上の英語力を
有する割合(中学校３年生）

英検３級相当以上の英語力を
有する割合(中学校３年生）

令和元年度 59567

円

令和２

○外国人児童生徒支援員配置（8名） 9,050,000円

 【内訳】　ポルトガル語等を母国語とする外国人園児児童生徒への支援
報酬　7,129千円（890円×5時間×200日×８名）
その他　期末手当，旅費

水海道小２名，岡田小２名，飯沼小1名，岡田幼稚園１名，海中１名，石
下西中１名を配置する。

○幼稚園・小学校・中学校英語活動に関するALT配置（11人）

  【内訳】
　講師派遣料(税込）11名　39,204,000円

  ・ＡＬＴ６名を市内各小学へ年間計画により配置。
　・ＡＬＴ５名を市内各中学校へ配置。
　・中学校配置ＡＬＴを月１回幼稚園に配置。

※年度内に令和３～５年度の派遣委託業者を選定（プロポーザル方式）

市内の園児・児童・生徒等

外国籍園児児童生徒等の教育環境の充実と学習意欲の向上。
市内小中学校の児童生徒の日本語力，英語力の向上。

　事務事業の主たる成果指標 ☞　数値目標の設定が困難な場合は，文言目標でも結構です。なお，設定が困難な事業は空欄とし，設定できない理由を分かりやすく・具体的に記入してください。

評
価
理
由

今年度からの小学校高学年での外国語教育の開始や外国籍の日本語指導が必要な児
童生徒の占める割合などから，常総市の外国語教育の充実を図るとともに，外国籍児童
生徒の学習や生活の不安解消のためにも，外国語指導助手や外国人児童生徒支援員の
計画的な配置と活用に努められたい。

○外国人児童生徒支援員配置（１０名） 11,312,５00円

 【内訳】　ポルトガル語等を母国語とする外国人園児児童生徒への支援
報酬　8900千円（890円×5時間×200日×10名）
その他　期末手当，旅費

支援員を2名を増員し，対象児が増えている学校へ配置する。

○幼稚園・小学校・中学校英語活動に関するALT配置（11人）

 【内訳】
　講師派遣料(税込）11名　39,204,000円
  ・ＡＬＴ６名を市内各小学へ年間計画により配置。
　・ＡＬＴ５名を市内各中学校へ配置。
　・小学校または中学校配置ＡＬＴを月１回幼稚園に配置。

事務事業の方向性
拡充 現行どおり 縮小

☞　実施計画のみ作成する場合も記入してください。事務事業の改善点と理由　Ⓐ　

現状維持

年度

千円 歳出
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休止・廃止

千円50,517

単位
指標及び目標値設定の考え方

（または設定できない理由）

成
果
内
容
分
析

○外国人児童生徒支援員の配置により，日本語での意思疎通が難しい外国籍
幼児児童生徒の生活や学びを言語的に支援し，保護者との連絡においても，通
訳や翻訳の支援を行うことができたが，現場のニーズを満たしていない。
○ＡＬＴ講師派遣により，ほとんどの小学校中学年以上の英語活動はＡＬＴとの
ティーム・ティーチングで実施することができたが，その分，幼稚園は週１回から
月１回に減り，中学校ＡＬＴの派遣時間も前年度比減となっている。

課
題

○外国人児童生徒支援員について，要支援児童数が多く，文書翻訳の量も多い
ため，毎年勤務時間や配置数を増やす要望が上がっている。
○ＡＬＴ講師派遣については，配置人数が変えずに小学校への配置日数を増やし
ているため，ＡＬＴの中学校の授業カバー率は60％以下となっている。令和３年度
より中学校でも新学習指導要領が実施となり，英語運用技能の指導や評価を適
切に行うためにも，ＡＬＴの支援がより一層重要になるため，中学校での支援を充
実させる必要性がある。

円

42

担当部長評価のとおりでよい。
多文化共生時代の今，特に本市は外国人割合が高く，支援が必要と考える。市内小中学校に
在籍している外国籍児童生徒の半数以上は日本語指導が必要であることや小学校高学年の
外国語科のスタートなど英語教育の充実させるためには，外国人児童生徒支援員の確保とＡ
ＬＴの充実も当然である。

事務事業の方向性

評
価
理
由

市内小中学校に在籍している外国籍児童生徒の半数以上（約５５％）は
日本語指導が必要である。義務教育での学びを保証するためにも，日本
語指導教室で学ぶほか，通常学級での外国人児童生徒支援員の言語支
援が重要である。英語教育においても，令和２年度から小学校高学年で
外国語科が始まり，英語教育の充実は国や県においても重点課題である
ことから，事業拡充が望ましい。

行政改革懇談会（市民）の意見

令和２年度 令和３年度

目標値

特定財源

一般財源

目標に対する実績値

（住民一人あたりの行政コスト）

決算額
内
訳

特定財源

円

43,863,400 円 43,863,400

43,915,900

726（住民一人あたりの行政コスト）

目標に対する実績値

30

736

円

円

%

☞　今後3年間について，何を・どの程度実施していくか具体的に記入してください。なお，予算額の『歳出の計』と『歳入の計』は一致させてください。

特定財源

円 一般財源

（住民一人あたりの行政コスト）

決算額
内
訳

目標に対する実績値

一般財源

46,302,740

決算額
内
訳

46,302,740

38

772

円

円

%

平成29年度 60461

平成30年度 59995

円

円

%

円

80

43,915,900


